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特集：新卒・若手のリテンション施策

新卒・若手社員の離職防止と
定着促進事例  
 （大成建設／シスメックス／キヤノンマーケティングジャパン）

実務解説

初任給の大幅引き上げに伴う
在籍者賃金調整の実務

実務解説

OJTの機能不全を乗り越える

令和7年分 年末調整について
労働法令

不当労働行為救済としてバックペイを命じなかった中労委の判断は適法である
（中労委［シェーンコーポレーション］事件　東京高裁　令 7. 6. 5判決）

労働判例

●元社員が競合他社から自社に再就職した場合、競業避止義務違反に該当するか
●障害者雇用率を上げるため、社員の障害者手帳の保有状況を確認することは問題か
●逮捕された社員に対し、無断欠勤後に申請された年次有給休暇の取得を認めず、懲戒解雇してよいか
●業務での活用状況により資格手当を減額・不支給とする制度改定は、不利益変更に該当するか
●履歴書の職歴の空白期間について虚偽申告をしていた社員を解雇できるか
●勤務成績不良の社員に対して、産休取得予定前に解雇手続きを進めることは問題か
●工場の閉鎖に伴う転勤を拒否する社員を解雇できるか
●在宅勤務中に地震が発生して負傷した場合、労災となるか

相談室Q&A

実務に役立つ
主要労働裁判例の分析
（令和7年上期）

判例解説

実務解説

労働関係法律─基本解説
第16回　異動・配転
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